
























































































































































































nomic Forumの “２００４－２００５Global Competitiveness Report” によれば，２００５
年の国際的順位は，台湾４位，シンガポール７位，日本９位，香港２１位，韓
国２９位，マレーシア３１位，タイ３４位，中国４６位とされている。しか
も，２００４年から順位が上昇したのは，上記のうち，台湾，日本，香港のみ
で，その他はすべて下降とされている。
また，台北市（人口２６１万７６９４人・馬英九市長）は，都市別に見て，全世界の
主要５３都市のうち，第１１位，アジアでは第３位に位置づけられている（『台
北産経季刊』２００６・民国９５年春季号，３４ページ）。台北市の産業構造をみれば，営
利企業２２万５０６３社の内訳は農業０．７９％，工業２２．３４％，サービス業７６．８７％
であり，２１２万８０００人の就業者数のうち，サービス業が８０．２％を占める（同
１９９４（平成６）年と２００６（平成１８）年の台湾 ２１９
上，３５ページ）。
台北市政府は，２００３年１２月，市内の３つのテクノロジー・パークである①
北投士林科技園区，②内湖科技園区，③南港軟体（ソフトウェア）工業園区の
連結によって，「台北科学技術回廊」すなわちアジアの新「シリコン・バ
レー」を形成する方針を，５２８億米ドルの巨費を投じて実行に移した。
３月１４日（火），台北市政府を訪問，多忙のため馬英九市長との会談はでき
なかったが，台北市の産業経済発展の現状についての報告があった後，上記②
の内湖科技園区を視察することができた。１２年前に，台北市の西南７５キロに
位置する「新竹科学工業園区」（１９８０年１２月に設立された国家的プロジェクトによ
るハイテクパーク）を見学し，当時の最先端の状況を理解できたが，「新竹」
は，電子，精密機械，材料，通信機器などの民間企業が主力であり，工業エリ
アに，力点がおかれている。②の「内湖」は主として，研究開発センターと企
業・本部の所在地であり，多くの金融機関の活動拠点となっていることで，
「新竹」と異なる特徴をもつ。巨大な下水処理施設などの産業支援施設と，広
大かつバイオテクノロジーを利用した高度の花卉市場などが印象的であった。
ハイテク産業の動向については，卓惠真「ハイテク産業の趨勢と産業政策」
（本誌本号）を参考されたい。
以下は，順序不同の雑感である。
①銘伝大学のこと（３月１３日訪問）
専修大学とくらべて，歴史も短かく，規模も小さいにもかかわらず，「イン
テリジェント・ユニバーシティー」としての凝縮した実力に圧倒された。この
大学の IT技術を支える底力は，台北市や新竹のハイテク・パークなどにもと
づいていることを痛感する。同行の小島崇弘団員（商学部）が，生田校舎の新
１０号館の IT水準を高めて下さることを期待している。
②「台北１０１」のこと
１０１階の「台北１０１」は，高さ５０８メートルで，現在，世界最高の建築物で
ある。室内展望台（８９階）まで，わずか３７秒で到達。揺れも少なく目まいも
しない快適な「世界最速エレベーター」の乗り心地であった。世界第２の高さ
２２０ 専修経営研究年報
のビルはマレーシア，世界最高を目指す韓国のビルの計画もあるらしい，アラ
ブ首長国連邦（UAE）を構成する７首長国の１つであるドバイでは，世界最高
のビルが建設中である，などとされるが，いずれにせよ，東アジアで「高さ」
を競うことは，多くのことを物語っている。そういえば，２００５年１１月の，上
海でのドイツ・シーメンス参画のリニアカーの速度と乗り心地の良さとビル建
設ラッシュも思い出され，あらためて印象深い。日本では，愛知万博のリニア
カーがあったが，試みる機会がなかったのは，残念である。
ちなみに，「台北１０１」の地下１階から５階までのショッピングモールも，
まさに「斬新」であったが，数年後の営業状況を見るために再訪したい。
③内閣財政部長との会談のこと（３月１３日）
「４０歳位に見られるようだけれども，４９歳なのです」と自己紹介され，これ
までの職歴も率直に話されるなど，お会いできてうれしかった。台湾の経済成
長，財政金融政策の安定性について，自信に満ちた説明であった。会談の場所
が「豪華」でなかったことも，良い印象である。
④耐斯企業集団と林移動国際有限会社見学のこと（３月１４日）
両企業とも，迫力に富む現状であり，台北経済・台湾経済の将来についての
示唆に富み，学ぶところ多かった。この両企業を含む台湾のすべての関係者に
あらためて感謝する。
１９９４（平成６）年と２００６（平成１８）年の台湾 ２２１
